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中央環状中央線

物流拠点
（既存）

羽田空港再拡張

物流拠点
（既存）

東京港臨海道路Ⅱ期

国際航空貨物の増加
（成田国際空港）

冷蔵倉庫

みなとの駅

中央防波堤外側埋立地
・臨海部全体の物流機能の
高度化に寄与

・航空貨物にも対応した
物流拠点の形成

老朽化倉庫の移転・再整備
バン・シャシープール

将来の消費輸入貨物に対応した
高機能倉庫（普通倉庫）

資料：東京都「総合物流ビジョン」平成１８年２月より

拡大

中央防波堤外側地区 高機能複合物流空間への展開イメージ（平成１０年代後半～平成２０年代前半）

資料：東京都「みてわかる東京港のいまとみらい」－2004.07－より

中央防波堤外側地区での高機能物流拠点形成
資料１
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東京臨海部に立地する物流施設の経年化（その１）

○東京臨海部に立地している物流施設の築年数は古く、築40年以上経過した施設の割合が約3割
と、経年化が進行しているものと考えられる。

○倉庫の中には、1981（昭和56）年の建築基準法新耐震設計基準を満たすべく耐震補強を施す必
要が生じるなど、施設維持管理コストの上昇要因となっている。

東京臨海部に立地する物流施設の経年化（その１）

○東京臨海部に立地している物流施設の築年数は古く、築40年以上経過した施設の割合が約3割
と、経年化が進行しているものと考えられる。

○倉庫の中には、1981（昭和56）年の建築基準法新耐震設計基準を満たすべく耐震補強を施す必
要が生じるなど、施設維持管理コストの上昇要因となっている。

東京区部臨海と東京都市圏の物流施設後の経過年数の分布

第4回東京都市圏物資流動調査結果より作成

※東京区部臨海：東京都中央区、港区、江東区、品川区、大田区、江戸川区 ※東京都市圏：東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、茨城県南部

東京区部臨海 東京都市圏

東京臨海部の物流を取り巻く現状 資料２

資料：第３回「国際競争力強化のための物流施設整備に関するビジョンの策定」検討委員会資料より



東京臨海部に立地する物流施設の経年化（その２）

○冷蔵倉庫を例にとり詳細な庫齢分布をみると、庫齢30年以上の割合は全国平均で約4割である

が、都内では約 6割に達している。

○都内の冷蔵倉庫についても、施設の経年化が進行している。

東京臨海部に立地する物流施設の経年化（その２）

○冷蔵倉庫を例にとり詳細な庫齢分布をみると、庫齢30年以上の割合は全国平均で約4割である

が、都内では約 6割に達している。

○都内の冷蔵倉庫についても、施設の経年化が進行している。

営業冷蔵倉庫の庫齢分布（平成20年7月現在）

（社）日本冷蔵倉庫協会からの提供データより作成
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東京臨海部の物流を取り巻く現状 資料３

資料：第３回「国際競争力強化のための物流施設整備に関するビジョンの策定」検討委員会資料より



変圧器２５台、冷却関連設備２５
系統、照明器具９，１０５台、運
搬機器３７台、倉庫防熱３件

変圧器８８台、冷却関連設備１
５系統、照明器具１６，０２８台、
運搬機器５５台、倉庫防熱５件

変圧器９３台、冷却設備１６系統

照明器具１３，６５１台、運搬機器７
７台

変圧器１６８台

対象機器

３，０８６㌧５,６２９㌧１,９６７㌧３２７㌧年間ＣＯ２削減量

【１次 ３億６千２百万円】

【追加 ９千６百万円】

【２次 ２億９千万円】

５億３千７百万円

【１次 ５億２千１百万円】

【２次 １千６百万円】

４億４千万円

【１次 ３億６千７百万円】

【２次 ７千３百万円】

１億２千５百万円補 助 額

１／３補 助 率

２２億４千４百万円１６億１千万円１３億９千万円３億９千３百万円事 業 費

６１件（４８社）９４件（６０社）８１件（５４社）５１件（２６社）認定件数

平成２０年度平成１９年度平成１８年度平成17年度（初年度）

倉庫業法第３条により登録された倉庫業者の営業所（=営業倉庫）において省エネを実現する機器を設置する事業のうち、国交省の
認定を受けたものに対し、ＮＥＤＯ（（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構）を活用した補助金を交付し、同事業を支援する。

変圧器

冷却設備運搬機器

照明器具

荷
捌
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荷
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増
防
熱
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自動化倉庫 移動式密集棚

作業用照明等無人搬送台車

２
Ｆ

１Ｆ

営業倉庫に対するＮＥＤＯ補助事業の概要 資料４



横浜港南本牧のターミナル整備

資料：横浜市港湾局 「平成20年度港湾局運営方針」

平成13年に一部供用を開始した横浜港で最も新しいふ頭で、大型船に対応可能な水深16m岸壁や22列対応型
メガ・ガントリークレーンなど、先進的な施設を有し、大型のフルコンテナ船が定期的に寄港するなど、貨物集積が
進んでいる。

MC－1・2コンテナターミナルにおいては、供用後、貨物の取扱いが順調に推移し、平成19年12月上旬には、年
間コンテナ貨物取扱個数が100万TEUを達成した。 平成19年度からは、世界最大級かつ我が国初となる水深
20m岸壁を有する新たなコンテナターミナル（MC－3）の建設に着手、平成24年度の供用を目指した整備を進めて
いる。また、隣接するMC－4コンテナターミナルの整備に向けた検討を進めている。

総合物流拠点の形成総合物流拠点の形成

�新しい物流形態にも対応可能な各種
機能を有する最新鋭の流通ターミナル
などの誘致を進めることによって、港
湾物流の多様化に対応した総合物流
拠点の形成を目指している。

�

資料５



【行動内容と進捗状況】

・平成20年度より本牧埠頭駅に新たに整備した海上コンテナ用の積替施設を活用し、BC
ターミナルと同駅間のシームレス化を目指し、海上コンテナモーダルシフト輸送体制を深

化させる。

京浜港～背後圏内陸部におけ
る鉄道輸送サービスの拡充

進捗状況行動内容

■海上コンテナ鉄道輸送の活性化に向けた検討

鉄道積替施設の整備

ショートドレージの縮減

本牧埠頭駅

至 郡山・仙台 他

本牧ふ頭ＢＣターミナル

横浜本牧
駅

本牧ふ頭ＢＣコンテナターミナル

本牧埠頭駅

横浜本牧駅

実験時ドレージ

従来ドレージ

●本牧埠頭駅～横浜港本牧ふ頭ＢＣコンテナターミナル間のシームレス化

平成２０年４月より開始している本牧ふ頭ＢＣターミナル～本牧埠頭駅～郡山貨物ターミナル駅～仙台港駅間の海上コンテナ鉄道
輸送実証実験において、ＢＣターミナル～本牧埠頭駅間のショートドレージの縮減を通じて、鉄道輸送へのモーダルシフトを進める。

海上コンテナの鉄道輸送の拡充 資料６

資料：京浜港物流高度化推進協議会資料より



待ち

外航本船バースで荷役作業中、外航本船バースで荷役作業中、

内航船は直付け待機又は沖待ち内航船は直付け待機又は沖待ち

外航本船

内航船

外貿埠頭における内航フィーダー船の状況 資料７



東京港 内貿コンテナ貨物取扱量の推移
（大井、青海ふ頭）

各年の東京港港勢（東京都港湾局）による
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資料８
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内貿コンテナ個数（横浜港全体）

内貿コンテナ個数（南本牧ふ頭）

第５２回横浜市港湾審議会、横浜港港湾計画資料より

横浜港 内貿コンテナ貨物取扱量の推移
（横浜港全体，南本牧ふ頭）

資料９



2010年供用開始に向けて成田国際空港の北伸事業及び羽田空港の再拡張事業を推進するとともに、成田・羽田両空港の一体
的活用を通じた首都圏全体の物流機能の最大化・24時間化を実現する。併せて、空港貨物地区等の混雑緩和、空港周辺の物流
関連施設との有機的連携、成田・羽田間の物流円滑化等を推進する。

・エアライン上屋の再配置
（JAL8箇所、ANA5箇所

→JAL7箇所、ANA3箇所）
・天浪地区（三角地）の整備

→ 第７貨物ビル、トラック待機場、
貨物用機スポット（2機分）

年間貨物取扱量50万トンを前提
として施設設計

・敷地面積
約170,000平方メートル

・建設予定
2009年３月着工
2010年10月供用開始予定

資料：成田国際空港㈱

・滑走路2本（4000ｍ、2180ｍ）
・運用時間は24時間
（23：00～6：00の間は離発着制限）

・国際線就航便 96都市 週1726便
（貨物便のみ 37都市 週267便）

※2008年夏ダイヤ

【現状】
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【国際貨物取扱量推移】

【現在の取組】

【現状】

・滑走路3本
（3000ｍ×2本、2500ｍ）

・24時間運用

【ＴＩＡＣＴによる施設整備】
（天浪地区（三角地）の整備）

上屋10,150m2

事務棟 (600m 2)

ﾄﾗ ｯｸ待機場 (214台 ）

従業員駐車場　（80台 ）

管理事務所

第2ARSR局舎

第3貨物ビル

トラック待機場
（約210台）

第7貨物ビル
10150㎡

貨物機用スポット
（2機）
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・年間発着能力を再拡張前と

比較して約1,4倍の40.7万回

に増強（供用開始時に国際

定期便を昼間３万回、深夜

早朝約３万回就航）

・2010年10月供用開始予定

【羽田空港再拡張事業】

成田国際空港 羽田空港

滑走路（3,500m)

旅客ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ

空港連絡橋

貨物地区

天浪地区

・年間発着能力は2万回増加

（20万回→22万回）

・2010年3月供用開始予定

【成田国際空港北伸事業】
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（千㌧） 【国内貨物取扱量推移】

資料：東京国際エアカーゴターミナル㈱

容量拡大後、成田・羽田の両空
港を一体的に活用することによ
り、首都圏全体の航空物流機能
の最大化・24時間化を実現

＜2010年10月末以降＞

2005年 2012年 2017年
基本ケース 224 293 319
参考 224 293 362

〈首都圏空港における
国際航空貨物の需要予測〉

（単位：万㌧）

基本ケース：便数上限設定（２４．５万回）をした場合
参考：便数制限なしの場合

首都圏空港の物流機能拡充 資料１０

資料：航空物流に関する懇談会資料より



成田国際空港周辺地域の物流施設の状況
資料１１

資料：成田国際空港 公式HP



待機中のトラック（2008．8．25撮影）：トラックによるピックアップポイントの減少
・フォークリフト往来の減少
・旅客便使用ターミナルエリアへの輸出上屋集約による上屋⇔スポッ
ト間輸送の時間短縮
・施設集約による効率的な人員配置

資料：平成１８年度 関東圏における国際航空貨物の物流ネットワークに関わる検証調査

成田国際空港貨物上屋再配置 資料１２



ⅰ 三角地Ⅰ期地区
【概要及び効果】
○新たな貨物上屋（第７貨物ビル）の整備（10,150㎡分、約4,500㎡上屋面積が増加）
⇒貨物取扱い処理能力が約5万トン／年増大
○トラック待機場の整備（約60台分増加し、約210台分になる）
⇒路上駐車等の減少による貨物地区構内の交通混雑の緩和
○スポットの整備（2スポット増加）
⇒発着回数22万回に対応
ⅱ 三角地Ⅱ期地区
三角地Ⅰ期地区に隣接する三角地Ⅱ期地区については、千葉県道と結ぶ貨物地区専用道路及び専用ゲート等の整備を計画。
（参考）三角地北側地区
千葉県において新たな利用計画を検討予定。

県道Ｒ２９５

貨物専用道路及び専用ゲート

Ⅰ期

Ⅱ期
資料：平成１８年度 関東圏における国際航空貨物の物流ネットワークに関わる検証調査

資料１３



トラック誘導システムの導入

資料：東京国際エアカーゴターミナル株式会社 工事説明資料

入場ゲート入場ゲート

入場ゲート入場ゲート

退場ゲート退場ゲート

第２ゲート第２ゲート
・誘導受付票の発行
（車両への行き先表示）
・上屋への車両到着情報伝達

第１ゲート第１ゲート
・車両番号の自動読取り
・ドライバー情報の読取り
・写真確認
＊入場申告されていれば通過
＊入場申告されていない場合は入場不可（Ｕター
ン）

管理ゲート管理ゲート
・誘導車両の入場確認

車両誘導システムの概念車両誘導システムの概念

①事前登録①事前登録
車両・ドライバーの登録

②入場申告②入場申告
入場車両、入場目的等の登録

③入場確認③入場確認
車両番号、ドライバー個人認証カード
（顔確認）

④車両誘導④車両誘導
携帯電話への呼出通知

資料１４



トラック待機場の整備 資料１５

車両待機場
（貨物上屋３屋上）

車両待機場

トラック待機場トラック待機場
（約１７０台）（約１７０台）

合計
約２３０台

資料：東京国際エアカーゴターミナル株式会社 工事説明資料



成田～羽田間における物流施設の展開状況

資料：航空局作成「航空物流を巡る環境認識」

資料１６



羽田空港

東京港

川崎港

横浜港
京浜港

【羽田空港・京浜港の取扱貨物量伸び率】
（国内・国際）

資料：「空港管理状況調書」「港湾統計」（国土交通省）より国土交通省航空局作成

首都圏臨海部における取扱貨物量は京浜港が大
部分を占めるものの、羽田空港の取扱貨物量は着
実に伸びている。

羽田空港は、京浜港（東京港・川崎港・横浜港）と近
接しており、一体的な物流圏を形成している。

80

100

120

140

97 98 99 00 01 02 03 04 05 06

京浜港 羽田空港

（暦年）

※1997年を100として計算

羽田空港周辺地域の物流機能の一体的強化

（％）

羽田空港再拡張・国際化を見据え、首都圏臨海部における物流機能の高度化に向け検討
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圏央道等の整備状況 資料１８

平成20年代半ばまでに全体の約9割完成



東京都市圏の工場立地件数・面積の推移

資料：工業立地動向調査（経済産業省）

東京都市圏における工場立地件数の推移 東京都市圏における工場立地面積の推移
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増
穂
増
穂

首都高速

新
山
下

新
山
下

平
和
島

平
和
島

新
木
場

新
木
場

・澁澤倉庫㈱／澁澤陸運㈱・澁澤倉庫㈱／澁澤陸運㈱
千葉県千葉市
東関東自動車道千葉北ICから０．３ｋｍ

・日本通運㈱／日本自動車ターミナル㈱・日本通運㈱／日本自動車ターミナル㈱
・東京団地倉庫㈱／矢倉倉庫㈱／大東倉庫㈱・東京団地倉庫㈱／矢倉倉庫㈱／大東倉庫㈱
・東京団地倉庫㈱／醍醐倉庫㈱／醍醐運輸㈱・東京団地倉庫㈱／醍醐倉庫㈱／醍醐運輸㈱
・東京団地倉庫㈱／櫻井倉庫㈱・東京団地倉庫㈱／櫻井倉庫㈱
東京都大田区
首都高速道路１号線平和島出入口、湾岸線、環状

７号線へ１km以内で接続

大
黒
大
黒

・安田倉庫㈱／安田運輸・安田倉庫㈱／安田運輸
㈱㈱
神奈川県横浜市
首都高速道路大黒IC
から１．５ｋｍ

・㈱ヒューテックノオリン・㈱ヒューテックノオリン
埼玉県越谷市
東京外環自動車道草加ICから4.5ｋｍ

・㈱第二西北紙流通デポ／㈱竹尾／宝運送㈱・㈱第二西北紙流通デポ／㈱竹尾／宝運送㈱
東京都江東区 首都高速道路湾岸線新木場から
３．０ｋｍ

・三菱電機ロジスティクス㈱／㈱・三菱電機ロジスティクス㈱／㈱
MDMDロジス東日本サービスロジス東日本サービス
千葉県野田市
常磐自動車道柏ICから４．０ｋｍ

・十和運送㈱・十和運送㈱
茨城県つくばみらい市
常磐自動車道谷田部IC
から４．０ｋｍ

・㈱住友倉庫／井住運送㈱／西濃運輸㈱・㈱住友倉庫／井住運送㈱／西濃運輸㈱
神奈川県横浜市中区
首都高速道路新山下ランプから約４．０ｋｍ

・三菱倉庫・三菱倉庫((株株))／菱倉運輸／菱倉運輸((株株))
埼玉県三郷市
首都高速道路三郷ICから３．０ｋｍ

物流効率化法の認定事例（平成２１年３月末現在）

中部横断道

・（有）サンワ物流・（有）サンワ物流
埼玉県日高市
圏央道狭山日高ICから２．５ｋｍ

・・((株株))ヒューテックノオリンヒューテックノオリン
神奈川県川崎市
東京湾アクアライン浮島ICから３．５ｋｍ

・サンインテルネット・サンインテルネット((株株))／／((株株))サネットサネット
神奈川県厚木市
東名高速道路厚木ICから約３．０ｋｍ

・キリン物流・キリン物流((株株))／／((株株))ケービー物流神ケービー物流神
奈川／プロロジス海老名奈川／プロロジス海老名((有有))
神奈川県海老名市
東名高速道路厚木ICから約２．７ｋｍ

・アルフレッサ・アルフレッサ((株株))／日商物流サービス／日商物流サービス((株株))
埼玉県新座市
関越自動車道所沢ICから３．５ｋｍ

・・((株株))明伸明伸
茨城県水戸市
北関東自動車道水戸南IC
から１．６ｋｍ

・鈴与㈱／㈱鈴与カーゴネット甲府・鈴与㈱／㈱鈴与カーゴネット甲府
山梨県南アルプス市
中部横断道増穂ICから約１．０ｋｍ

・㈱新三善・㈱新三善
神奈川県南足柄上郡大井町
東名高速道路大井松田ICから約１．５ｋｍ

・王将運輸・王将運輸((株株))
茨城県猿島郡五霞町
五霞町工業団地から１ｋｍ

・㈱ジェイビーエス／㈱ビックカメラ・㈱ジェイビーエス／㈱ビックカメラ
埼玉県東松山市
関越自動車道東松山ICから２．０km

・日本トランスシティ㈱／高橋梱包運輸㈱・日本トランスシティ㈱／高橋梱包運輸㈱
関越自動車道東松山ICから１．０km未満
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反映済千葉県

一部反映埼玉県

改正予定群馬県

反映済栃木県

反映済茨城県

基準への反映状況基準への反映状況地域名地域名

反映済東京都

反映済神奈川県

反映済山梨県

反映済さいたま市

反映済千葉市

予定なし川崎市

反映済横浜市

・・開発許可審査会基準等に特定流通業務施設等を「反映済」または「反映予定」としている地方自治体

物流効率化法第１６条の配慮に関する地方自治体の進捗状況（平成21年度）
［都道府県・政令指定都市］
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